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 第２章 将来の見通しと取り組むべき課題        

（１）人口の将来見通し 

本市の総人口は、2005年（平成17年）の7.9万人をピークとして減少が続いて

います。今後の将来予測では、2040年には6.0万人と2015年（平成27年）に比べ

て22％（1.7万人）減少することが見込まれています。 

また、人口分布の状況をみると、市の中心部である館林駅東側などで人口減少

が顕著となる一方、周辺の集落地などでは人口増加が見込まれています。 

【人口推移・将来人口推計】 

 
※1980年～2015年：国勢調査 

 2020年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（H30.3.30）」による推計値 

【2015年(平成27年)→2040年のメッシュ別人口増減数】 

 

※「第○区」は小学校区を示しています。 

例 第二区：第二小学校区、美園区：美園小学校区 

※１メッシュの大きさは約１ha(100ｍ×100ｍ)を 

表しています。 
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（２）取り組むべき課題と解決の方向性 

①次代を担う人材の確保 

本市の年少人口（０～14歳）は減少傾向が続いており、2015年（平成27年）に

は9.7千人と1980年（昭和55年）の57％にまで減少し、今後も減少が続く見込み

となっています。 

また、出産・子育ての主な世代となる若年女性（20～39歳）人口も、減少して

おり、今後も減少傾向で推移することが見込まれています。 

一方で、子育て支援の充実に対するニーズは高まっていることから、これらの

多様なニーズへの対応など、少子化に対する取組が必要となっています。 

 

【年少人口(0～14歳)及び若年女性人口(20～39歳)人口の推移】 

 
※1980年～2015年：国勢調査 

 2020年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（H30.3.30）」による推計値 

【人口減少の歯止めに必要な取組】 

   
65%

64%
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15%

47%

7%

18%

1%

8%

1%

0% 50% 100%

子育て支援

医療の充実

教育の充実

空き家や空き地の活用

都市基盤の充実

若い世代への就労支援の充実

農業の活性化

市の魅力を積極的にPRし、イメージアップを行う

特に必要としない

その他

無回答

出典：館林市まち・ひと・しごと創生 

総合戦略アンケート調査(H27) 
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②移動手段の利便性や持続性の確保 

本市においては、日常生活（通勤・買物・通院など）における移動手段は、そ

の大半が自動車による移動となっていますが、今後は高齢化が進展することから

自動車から公共交通などの移動手段に、徐々に転換することが必要になります。 

しかしながら、公共交通の状況では、公共交通の利便性が高い地域（鉄道駅か

ら１km圏域にある、又はバス停※から300ｍ圏域にあり運行便数が15回/日以上

（往復））の居住者割合は市全体で46％にとどまっています。 

さらに、公共交通の利用が不便な地域（鉄道駅から１km圏域外、かつバス停か

ら300ｍ圏域外）の居住者も17％存在するなど、公共交通の利便性が高くない状

況にあることから、利用者ニーズを的確に捉えた上で、公共交通の維持・拡充が

必要です。 

※バス停は、道路運送法における一般乗合旅客自動車運送業などのバス停をいいます。 

 

 

 

【公共交通利便地域】 

 

※バス路線は2018年(平成30年)4月1日現在 

  

公共交通の利便性が高い地域：鉄道駅から１km圏域内にある、又は鉄道駅から１km圏域外で

あるが、バス運行便数が15回／日以上（往復）であるバス停か

ら300ｍに含まれる地域 

公共交通の利便性が低い地域：鉄道駅から１km圏域外であるが、バス運行便数が15回／日

（往復）未満であるバス停から300ｍに含まれる地域 

公共交通の利用が不便な地域：上記に該当しない地域 

バス停から300ｍ圏域
かつ運行便数15回/日
(往復)以上

バス停から300ｍ圏域
かつ運行便数15回/日
(往復)未満

バス停から
300ｍ圏域以外

鉄道駅から
１km圏域

鉄道駅から
１km圏域外

公共交通の利便性が
低い地域

公共交通の利用
が不便な地域

バス

鉄道

公共交通の利便性が高い地域
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③生活サービス関連施設の利便性や持続性の確保 

生活サービス関連施設は、

館林駅周辺や国道122号や354

号の沿道、館林IC周辺などに

集積しています。 

人口カバー率では商業施設

が90％と最も高い一方、保育

所は79％と比較的低い状況に

あります。 

 

 

 

 

 

【生活サービス施設の立地状況】 

 

 

出典：国土数値情報（医療機関データ、学校・文化施設データ、公共施設データ）（国土交通省） 

   医療情報システム、介護サービス情報公表システム（群馬県） 

   日本郵政HP、日本銀行協会HP、全国大型小売店総覧、NTTタウンページ  

を基に館林市作成(2018年3月現在) 

 

  

90%

79%

84%

83%

10%

21%

16%

17%

0% 50% 100%

商業施設

保育所

医療施設

福祉施設

カバー人口 空白人口

【施設別の500m圏域カバー人口】 

※生活サービス施設から500ｍ圏内に含まれる人口を集計。

ただし保育所については0-4歳人口、福祉施設については

65歳以上の人口を対象に集計。 

※施設は2018年3月時点、人口は国勢調査(H27)による。 
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④高齢者の福祉や介護 

今後、65歳以上の人口は増加傾向で推移し、2040年には高齢化率が38％に上昇

する見込みとなっており、高齢者の増加や、需要に応じた老人福祉施設や介護サ

ービスに従事する人材の確保が必要となります。 

また、生活に不便を感じることなく、健康な日常生活を確保することができる

ようハード・ソフト両面からの取組も必要です。 

 
【年齢３区分別人口の推移】 

 
※1980年～2015年：国勢調査 

 2020年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（H30.3.30）」による推計値 

 

 

 

 

  



第２章 将来の見通しと取り組むべき課題 

-13- 

⑤災害に対する安全性 

利根川の想定最大規模降雨にある浸水想定では、市全体の70％が被災する見込

みとなっています。市街化区域でも68％と半数以上が浸水想定区域に含まれてい

ることから、避難施設の整備などによる安全性の確保と浸水深が深く甚大な被害

が見込まれる地域では居住の制限の検討も必要と考えられます。 

 

【洪水浸水想定区域図による浸水想定】 

 

出典：洪水浸水想定区域図（想定最大規模）（国交省：平成29年7月）を基にして館林市作成 

【利根川洪水浸水想定区域図】 

出典：洪水浸水想定区域図（想定最大規模）（国交省：平成29年7月） 
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【渡良瀬川洪水浸水想定区域図】 

 
出典：洪水浸水想定区域図（想定最大規模）（国交省：平成 29 年 7 月） 

 

 

 

【矢場川洪水浸水想定区域図】 

 
出典：洪水浸水想定区域図（想定最大規模）（国交省：平成 29 年 7 月） 
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【多々良川洪水浸水想定区域図】 

 
出典：洪水浸水想定区域図（想定最大規模）（国交省：平成 29 年 7 月） 

 

 

 

【谷田川洪水浸水想定区域図】 

 
出典：洪水浸水想定区域図（想定最大規模）（群馬県：平成 29 年 6 月） 
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⑥財政の健全性 

市の歳入の４割は市税（市民税・固定資産税など）が占めていますが、今後の

人口減少による減収が見込まれます。 

市民税（個人分）の１人あたりの負担額が現状から変わらないとすると、将来

的には歳入減となることから、行政サービスの低下が懸念されます。 

 

【市民税（個人分）の将来見通し】 

 

 

 
出典：2005～2015 年の 20 歳以上の人口は国勢調査による実績値 

   2020年以降は「日本の地域別将来人口推計(H30.3.30）」（国立社会保障・人口問題研究所）による推計値 

   2005～2015年の市民税（個人分）は「市町村別決算状況調」（総務省）による値 

   2020年以降の市民税（個人分）は2015年の1人あたりの負担額に各年の20歳以上人口を乗じて算出 

 

  

5.6万円/人 

負担 

負担額が変わら 

なければ６億円 

の税収減 

同じ税額を確保する 

ためには１人あたり 

1.2万円負担が増加 
6.8万円/人 

負担 


